
移転による新たな付加価値の創出

政府機関移転にあたっての意見交換資料

山梨県

森林技術総合研修所
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【持続可能な森林管理をテーマとした総合的な研修の実施】

現在、木材の自給率５割以上を目標に林業を成長産業化させることが課題と
なっており、これに合わせて、生物多様性、国土保全、水源涵養
など森林のもつ多面的機能の保全も求められている。本県への移転
を契機として、持続可能な森林管理を核としてカリキュラムを構成し、
総合的な研修の実施が可能となる。

○ 山梨県は、広大な県有林を有するとともに、標高差が３，０００ｍの中に、多様な
森林植生が分布していることから、様々な研修テーマに応じたフィールドの提供が
可能である。
※ 県有林は県土面積の約１／３を占める。

○ 各フィールドは、県内にコンパクトにまとまっていて、
車を利用すると１時間程度で移動することができる。

【山梨県において実施するメリット】 施業の様子

県有林の様子（天然林） 2



○ 県有林は、平成１５年度に「FSC森林管理認証」を取得しており、認証面積として
は国内最大である。このため、森林認証に関するノウハウや研修フィールドの提
供が可能であり、これらを活用した、持続可能な森林管理に係る研修を実施でき
る点は本県の強みである。

○ 山梨県森林総合研究所では、本県独自の取り組みとして森林生態系の保全に
関するモニタリング調査を行っており、生物多様性や森林生態系の保全に関する
研究成果や研究員を活用した研修が可能となる。

○ 獣害対策として、ニホンジカの個体数管理や食肉処理の取り組みも行われてい
ることから、大型獣類の管理に関する研修フィールドとしても提供が可能となる。

【山梨県において実施するメリット】つづき・・・

［ＦＳＣ森林管理認証］

世界全体の森林を対象に、
国際的な基準により環境、
社会、経済面で持続可能
な森林経営をしているか
を審査し認証する制度

ＦＳＣ認証森林（県有林） 3



○ 本県は、急峻な山岳地帯を有していることから、多くの治山事業が行われてお
り、治山事業に関する様々な研修フィールドが提供可能となる。

○ 本県には１１の森林組合があり、森林施業の集約化や特用林産物の生産など、
地域の実情に応じて様々な取り組みが行われている。林業経営に関する研修
フィールドが提供可能となる。

○ 全国レベルの林業事業体があり、施業技術や経営に関する実践的な研修の
講師として活用することができる。

○ ５～１１ページの具体的な現地研修に
おいて、現在は、本県を含めた各県で
行っているところで あるが、本県では、
全ての研修の開催に対応できるため、
一元的な研修実施が可能である。

【山梨県において実施するメリット】つづき・・・

高性能林業機械による集材・造材作業 4



【具体的な現地実習プログラムについて】

現在、森林技術総合研修所において実施しているすべての現地研修への対応が、
次のとおり山梨県内で可能である。山梨県に移転した場合、移動時間の短縮と密度
の濃いカリキュラムの構成が可能となり、研修効果向上に貢献できる。

新 持続可能な森林管理
・持続可能な森林管理の実践に関する研修
（ＦＳＣ森林管理認証を取得している県有林の手法に基づく持続可能
な森林管理に関する現地研修が可能）

① 生物多様性保全
・生物多様性に係るフィールド調査に関する研修
（環境省生物多様性センターや富士山科学研究所の
ノウハウを活用し、暖温帯から寒帯まで様々なタイプ
の森林で現地研修が可能）
・生物多様性の評価に関する研修
（山梨県森林総合研究所のモニタリング調査地を活用
した現地研修が可能）

里山の植物（カタクリ）

FSC森林管理認証
ロゴマーク

※下線は山梨県ならではのカリキュラム
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【具体的な現地実習プログラムについて】つづき・・・

② 森林総合利用
・「森林セラピー基地」を活用した森の癒し
効果に関する現地研修
（県立武田の杜保健休養林 外）
・森林環境教育に関する研修
（山梨県森林総合研究所、
富士山科学研究所のノウハウを活用し
た研修が可能）

③ 治山技術者育成
・治山事業に関する調査、測量研修
（荒廃渓流や山腹崩壊地の研修フィー
ルドの提供が可能）
・治山事業施工事例の研修
（多くの治山施工地があり、調査測量研修に合わせた研修が可能）
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【具体的な現地実習プログラムについて】つづき・・・

④ 林道技術者育成
・林道開設の調査・測量研修
（県営林道開設箇所を活用した実習が可能）
・林道事業施工事例の研修
（多くの県営林道や市町村営林道があり、様々な
規格の林道での研修が可能）

⑤ 特用林産
・特用林産物生産の事例研修
・特用林産の研究事例に係る研修
（シミック八ヶ岳薬用植物園での薬用植物や
きのこ栽培を活用した実習が可能）

県営林道施工例

クロアワビタケ 7



⑥ 森林保護管理（病虫害）
・松くい虫被害対策に関する研修
・その他病虫害に関する研修
（実際の被害（カラマツ心腐病、カラマツ先枯病、トウ
ヒツヅリヒメハマキ等）に係る研修が可能）

⑦ 森林保護管理（獣害）
・獣害対策研修
（県有林を中心に被害地と対策地があり、これらでの研修が可能）
・駆除動物の活用に関する研修

【具体的な現地実習プログラムについて】つづき・・・

獣害の状況

松くい虫による被害状況
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【具体的な現地実習プログラムについて】つづき・・・

⑧ 森林施業技術
・森林作業道作設や林業架線作業に係る研修
（粘土質など土質別や皆伐・択抜など施業形態別のフィールドの提供が可能）
・間伐手法や広葉樹施業に係る研修
（山梨県森林総合研究所の研究成果に基づく研修
が可能）

⑨ 森林作業道作設
・作業道開設の調査・測量研修
（県有林での作業道開設箇所を活用した実習
が可能）
・集約化施業地の研修
（森林組合を核とした施業の集約化、高密度路網の整備森林があり、これら
での研修が可能）

⑩ 森林総合監理士育成
・森林総合管理士の養成やフォローアップに関する研修
（様々なカリキュラムに応じたフィールド提供が可能）

森林作業道での木材搬出状況
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【具体的な現地実習プログラムについて】つづき・・・

⑪ 森林計画
・森林のゾーニングにあたり、様々なタイプの森林や立地条件に関する現地研修
（広大な県有林での現地研修が可能）

⑫ 森林調査
・県有林を活用した人工林から天然林にわたる森林調査に関する現地研修
（県有林を活用し、様々なタイプの森林をフィールドとした現地研修が可能）

⑬ 森林立地
・土壌調査・指標植物調査の修得と立地環境をふまえた森林づくりに関する研修
（県有林を活用し、多種多様な林相や土壌タイプでの現地調査研修が可能）
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【具体的な現地実習プログラムについて】つづき・・・

⑭ 木材産業・木材利用
・公共施設の木造化の事例研修
（武田の杜サービスセンター 外）
・木材利用流通拠点施設での研修

⑮ 木質バイオマスのエネルギー利用
・木質バイオマスによるボイラー、発電施設の現地研修
（ボイラー（１６施設）、発電施設（２施設）
・木質バイオマスの収集、運搬、加工に関する研修
（県有林の伐採跡地や山土場を提供、
ペレタイザー工場の視察が可能）
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○富士川町（富士川町最勝寺地内）
山梨県森林総合研究所（県の森林・林業・
木材に関する研究機関）の敷地内への誘致
・土地（県有地）は無償貸与
・研修棟・事務室・研修生宿泊棟は新築
（施設の整備は国の負担でお願いしたい※1）

※３候補地とも新築の提案のため、研修生の宿泊費等は現行と
同程度と想定されるが、食料の物価は山梨の方が安価である。

消費者物価地域差指数（食料） 東京都区部104.9甲府市98.0

○甲府市（甲府市岩窪地内）
旧林業試験場の跡地への誘致
・土地（県有地）は無償貸与

・研修棟・事務室・研修生宿泊棟は新築
（施設の整備は国の負担でお願いしたい※1）

○大月市（大月市猿橋地内）
住宅分譲地内への誘致
・土地については、移転後１０年間は無償貸与
（１０年後以降の賃借料は、現時点で積算することは
難しいが、㎡あたり150円～240円を考えている。）

・研修棟・事務室・研修生宿泊棟は新築
（施設の整備は国の負担でお願いしたい※1）

山梨県森林総合研究所
（富士川町最勝寺）

武田の杜
（保健休養林）

富士川町

大月市

甲府市

【候補地の施設整備状況】

※1 平成２２年１２月の総務省の「職員研修施設に関

する調査報告書」によると、現在施設の資産価値は土
地７億８千万、建物３億円 12



【候補地の現地実習森林の状況 甲府市】

○誘致先の拠点の半径概ね５ｋｍ圏内の現地実習森林の状況

移転候補地に隣接し42haの県有林があり、一部は樹木見本園となっており、
実習林として活用できます。その周辺には、県有林366haがあり、実習林として
の活用に協力します。
また、移転候補地は、国有林（甲府自然休養林1,169ha）に囲まれています。
秩父多摩甲斐国立公園や山梨県立武田の杜保健休養林があるなど恵まれた
研修環境にあります。
さらに、周辺民有林に高密路網森林があり、実習フィールドとしての活用を支援
します。

○現地実習森林へのアクセス

移転候補地周辺の３７haは候補地
に隣接し、徒歩によりアクセスできます。
周辺の県有林については、県道や
市道でアクセス可能な箇所を
実習地として選択できます。

○医療機関
・独立行政法人国立病院機構 甲府病院（３．０ｋｍ 車所要時間１０分）
・独立行政法人地域医療機能推進機構 山梨病院（４．０ｋｍ 車所要時間１２分）

１ 施業中の森林
単層林施業

２２２ｈａ

複層林施業 天然林施業

５ｈａ １０２ｈａ

２ 暖温帯系の天然林

３ 冷温帯系の天然林

４ スギ人工林

５ ヒノキ人工林

６ アカマツ人工林

７ カラマツ人工林

－

１０２ｈａ （コナラ、クヌギ等）

７ｈａ （林齢 ４１年生～１０５年生）

１３ｈａ （林齢 ６年生～１０５年生）

１４６ｈａ （林齢 ４１年生～１０５年生）

６ｈａ （林齢 ４６年生～ ６５年生）
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【候補地の現地実習森林の状況 大月市】

○誘致先の拠点の半径概ね５ｋｍ圏内の現地実習森林の状況
移転候補地の周辺には、県有林451haがあり、実習林としての活用に協力します。
候補地の南側には、徒歩で移動できる範囲内に大月市（殿上区）の山林（約
16ha）があり、実習フィールドとしての使用について大月市が殿上区住民と協議
を進めます。
また、周辺の民有林に高密路網森林があり、実習フィールドとしての活用を支援
します。

○現地実習森林へのアクセス
周辺の県有林については、県道や
市道でアクセス可能な箇所を実習地
として選択できます。
隣接する大月市の山林については
徒歩でアクセスが可能です。

○医療機関
・ 大月市立中央病院
（５．３ｋｍ 所要時間１３分）

１施業中の森林

２ 暖温帯系の天然林

３ 冷温帯系の天然林

４ スギ人工林

５ ヒノキ人工林

６ アカマツ人工林

７ カラマツ人工林

単層林施業

２９７ｈａ
複層林施業 天然林施業

４９ｈａ ６２ｈａ

－

６２ｈａ （ミズナラ、コナラ、クヌギ等）

６５ｈａ （林齢 ２６年生～１０５年生）

１２１ｈａ （林齢 １年生～１０５年生）

１１４ｈａ （林齢 ３６年生～１０５年生）

１４ｈａ （林齢 ２６年生～ ６５年生）
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【候補地の現地実習森林の状況 富士川町】

○誘致先の拠点の半径５ｋｍ圏内の現地実習森林の状況

山梨県森林総合研究所付属の実験林８６haについて、実習林として活用できます。
実験林内には高密路網森林もあり、作業道開設や間伐など森林施業の実習を実
施しており、研修ノウハウの提供など現地実習を支援します。
その周辺には、県有林１，００９ｈａがあり、実習林としての活用に協力します。
県有林内には、自然休養林として山梨県立県民の森保健休養施設が存在し、人
工林が約８割を占めており、森林管理に関して恵まれた研修環境にあります。

○現地実習森林へのアクセス

付属実験林８６haは候補地に隣接し、
徒歩によりアクセスできます。
周辺の県有林については、県道や
町道でアクセス可能な森林を実習地
として選択できます。

○医療機関
・峡南医療センター 富士川病院 （２．６ｋｍ 所要時間９分）
・峡南医療センター 市川三郷病院（５．４ｋｍ 所要時間１７分）

１施業中の森林

２ 暖温帯系の天然林

３ 冷温帯系の天然林

４ スギ人工林

５ ヒノキ人工林

６ アカマツ人工林

７ カラマツ人工林

単層林施業

８３０ｈａ

複層林施業 天然林施業

１ｈａ １９３ｈａ

シラカシ天然林（民有林）

１９３ｈａ （アカマツ、モミ、コナラ等）

４８ｈａ （林齢 １７年生～１０５年生）

５４１ｈａ （林齢 １年生～１０５年生）

７９ｈａ （林齢 ３６年生～１０５年生）

１２３ｈａ （林齢 ３１年生～１０５年生）
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【森林、林業、木材産業の優良事例等の状況 甲府市】

１ 森林見学
①武田の杜（県有林） 森林公園、森林セラピー基地
②見本林（県有林） 稲山ケヤキ林 など

２ 林業見学

①FSC森林管理認証に基づく森林管理 県内各地の県有林
②林業地（高密路網施業地） カラマツ、アカマツ施業地
③特用林産 原木しいたけ生産
④特用林産（炭窯・個人） 茶炭（黒炭）の生産 など

３ 木材産業見学
①原木市場
②木質ボイラー（清里の森 管理センター）ペレットボイラー利用施設
③木造施設（武田の杜サービスセンター） 木造公共施設 など

※半日研修が可能な見学地を一部掲載していますが、他の候補地の事例についても

半日または日帰りの研修が可能です。

４ その他
①研究施設（シミック八ヶ岳薬用植物園） 特用林産関係研究展示施設
②野生鳥獣 など
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【森林、林業、木材産業の優良事例等の状況 大月市】

１ 森林見学
①学術参考林 剣丸尾アカマツ林
②国指定天然記念物 富士山原始林及び青木ヶ原樹海 など

２ 林業見学
①FSC森林管理認証に基づく森林管理 県内各地の県有林
②林業地（高密路網施業地） ヒノキ施業地
③特用林産（炭窯） 黒炭の生産
④特用林産（ワサビ田・個人） 畳石式 など

３ 木材産業見学
①県産材供給拠点
②発電所
③木造施設

※半日研修が可能な見学地を一部掲載していますが、他の候補地の事例についても

半日または日帰りの研修が可能です。

４ その他
①研究施設（富士山科学研究所） 植生、鳥獣、火山等研究施設
②野生鳥獣 など

17



【森林、林業、木材産業の優良事例等の状況 富士川町】

１ 森林見学
①県民の森（県有林） 森林公園
②県指定天然記念物 身延山の千本スギ など

２ 林業見学

①FSC森林管理認証に基づく森林管理 県内各地の県有林
②林業地（高密路網施業地） スギ、ヒノキ施業地
③特用林産 など

３ 木材産業見学
①県産材供給拠点
②木質ボイラー
③ペレット など

※半日研修が可能な見学地を一部掲載していますが、他の候補地の事例についても

半日または日帰りの研修が可能です。

４ その他
①研究施設（山梨県森林総合研究所） 森林・林業関係研究施設
②野生鳥獣 など

18



【山梨県の協力体制】

・ 甲府市、富士川町の候補地では、県有地を無償提供します。

・ 本県が有する15万8千haの広大な県有林を研修フィールドとして使用する際に
は、速やかに対応します。

・ ＦＳＣ森林認証など持続可能な森林経営に関するノウハウや研修フィールドを
提供します。

・ 研修カリキュラムの構成にあたって、山梨県森林総合研究所における研究成果
の提供や研究員の講師派遣などに協力します。

・ その他の県研究機関から、研究成果や研修に活用できる施設の情報等を提供
します。

・ 森林組合や林業事業体への講師派遣や現地研修の依頼を支援します。
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【市町村の協力体制】

・甲府市
①ＪＲ甲府駅から施設までの公共交通機関等の充実を図る用意があります。
②遠方からの通勤を支援するための制度について検討する用意があります。

・大月市

①住宅団地南側宅地（１ｈａ）の土地は、現在、民間の所有地であり、今後、大
月市の仲介により賃貸借契約を締結して、利用することを考えています。

※ 土地賃借料は、移転から１０年間は無償提供します。
１０年後以降の賃借料は、現時点で積算することは難しいが、㎡あたり
１５０円～２４０円を考えてします。［移転による経済効果（雇用・市内経
済需要を勘案）の発生を予測して検討］

②ＪＲ大月駅から施設予定地までシャトルバスによる交通手段の確保を検討
します。

・富士川町
①ＪＲ鰍沢口駅からのコミュニティーバスの増発や時刻調整を検討します。
（土日祝祭日のホリデーバスについては増便や新停留所の設置を検討します）
②町営住宅について研修所名義で町と賃貸契約が可能か検討します。
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【受講生の交通利便性】
午後１時までには最寄り駅までの到着が可能であり、支障はありません。

移転候補地の最寄り駅までの所要時間 飛行機利用

現在地

八王子市 甲府市 大月市 富士川町

高尾駅 甲府駅 猿橋駅 市川大門駅

札幌駅
4時間38分
7:48→12:26

5時間42分
6:48→12:30

5時間38分
7:06→12:44

6時間09分
6:48→12:57

仙台駅
3時間08分
9:41→12:49

3時間35分
8:55→12:30

3時間29分
9:15→12:44

4時間02分
8:55→12:57

新潟駅
2時間58分
9:43→12:41

4時間4分
8:26→12:30

3時間40分
9:04→12:44

4時間31分
8:26→12:57

金沢駅
3時間36分
8:42→12:16

3時間28分
8:42→12:10

4時間25分
7:47→12:12

4時間08分
8:42→12:50

長野駅
2時間46分
9:55→12:41

2時間10分
10:00→12:10

3時間12分
9:00→12:12

2時間50分
10:00→12:50

静岡駅
1時間49分
10:37→12:26

2時間28分
9:40→12:08

2時間31分
9:37→12:08

2時間07分
9:40→11:47

名古屋駅
2時間27分
10:22→12:49

3時間27分
9:03→12:30

3時間02分
9:42→12:44

3時間50分
9:00→12:50

大阪駅
3時間33分
9:16→12:49

4時間33分
7:57→12:30

4時間04分
8:39→12:44

4時間21分
7:26→11:47

鹿児島中央駅
4時間48分
7:17→12:05

5時間49分
6:18→12:07

5時間27分
7:17→12:44

6時間32分
6:18→12:57

移転候補地
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【受講生の交通利便性】
平成３９年のリニア中央新幹線開通後は、移動時間はさらに短縮されます。
将来のリニア中央新幹線の大阪までの開通により､更に短縮できます。

平成３９年リニア中央新幹線開業後の試算 飛行機利用

現在地

八王子市 甲府市 大月市 富士川町

高尾駅 甲府駅 猿橋駅 市川大門駅

札幌駅 4時間40分 4時間40分 5時間40分 4時間50分

仙台駅 3時間10分 3時間00分 3時間30分 3時間10分

新潟駅 ３時間００分 3時間30分 3時間40分 3時間40分

金沢駅 3時間40分 3時間30分 4時間25分 4時間10分

長野駅 2時間50分 2時間10分 3時間10分 2時間50分

静岡駅 1時間50分 2時間30分 2時間30分 2時間10分

名古屋駅 1時間40分 1時間10分 2時間15分 1時間20分

大阪駅 2時間55分 2時間2５分 3時間25分 2時間35分

鹿児島中央駅 4時間50分 4時間35分 5時間30分 4時間45分

移転候補地

※名古屋～品川40分、名古屋～山梨リニア新駅40分、品川～山梨リニア新駅25分、
　山梨リニア新駅～甲府駅20分、山梨リニア新駅～市川大門駅30分で試算
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【講師の交通利便性】

東京圏の講師についても１時限目の講義に間に合います。
富士川町については、早朝の出発となるため、前泊が必要な場合もありますが、
平成３９年のリニア中央新幹線開通後は改善されます。

移転候補地の最寄り駅までの所要時間
現在地

八王子市 甲府市 大月市 富士川町

高尾駅 甲府駅 猿橋駅 市川大門駅

新宿駅
55分

7:55→8:50
1時間28分
7:00→8:28

1時間23分
7:30→8:53

2時間56分
5:50→8:46

品川駅
1時間16分
7:34→8:50

1時間56分
6:32→8:28

1時間38分
7:04→8:42

3時間32分
5:14→8:46

平成３９年リニア中央新幹線開業後の試算
現在地

八王子市 甲府市 大月市 富士川町

高尾駅 甲府駅 猿橋駅 市川大門駅

新宿駅 55分 1時間20分 1時間20分 1時間30分

品川駅 1時間20分 55分 1時間40分 1時間05分

移転候補地

移転候補地
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国立研究開発法人
新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の
山梨県への誘致の提案

〇平成３９年のリニア中央新幹線の開業時にあわせて、リニア駅(甲府市)に

近接する県工業技術センターへの移転を提案

→リニア開通までは、国の機関からの所要時間がかかるという課題を解消

〇まず、第１段階として、山梨県において産官学の蓄積・連携が最も進んで

いる新エネルギー部門の移転を提案する。

〇最終的には、ＮＥＤＯの機能低下を招かないよう本部全体の移転(平成３９

年完了)を提案する。

～東京圏一極集中の是正と新しいひととしごとの流れの創造～
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リニア中央新幹線開通により、東京圏と中京圏・関西圏を
結ぶ新しいひとの流れを形成する

〇甲府からの所要時間(リニア中央新幹線)により
各地への所要時間は大幅に縮減される。
霞ヶ関駅50分、羽田空港50分、名古屋駅40分
霞ヶ関からは、立川駅と同程度の所要時間と
なり、また、中京圏・関西圏への移動時間は大
幅に短縮される。

〇ＮＥＤＯの評価委員についても、東京圏だけでなく、中京圏・関西圏在住者が

参加することで、さらに幅広い人材が確保できるとともに、東西の研究者の交

流が促進される。

〇職員の約１／３を占める民間企業からの派遣職員についても、中京圏・関西

圏企業から参加しやすい環境となる。

〇都心への交通費は増加するが、施設の使用料を減免することにより、現在

額よりも大幅に削減されるため、トータルコストは削減される。

現在の施設賃貸料８億６千万円→山梨への移転で1/10に削減

東京都心から
25分圏内の主な都市
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リニア新幹線開通の効果による東京圏と中京圏・関西圏を
結ぶ新しいひとの流れ

平成３９年（２０２７年）リニア中央新幹線開業予定

甲府～品川 約２５分 甲府～名古屋 約４０分

東京圏

中京圏
山梨県関西圏

愛知県 50
京都府 34
大阪府 55
兵庫県 38
合計 177
構成比 22.7%

中
京
圏

関
西
圏

大学数
全国 779

愛知県 285
京都府 176
大阪府 385
兵庫県 261
合計 1,107
構成比 17.0%

学術・開発研究機関事業所数
全国6,528

中
京
圏

関
西
圏

埼玉県 30
千葉県 27
東京都 137
神奈川県 30
合計 224
構成比 28.8%

東
京
圏

大学数
全国 779

埼玉県 242
千葉県 261
東京都 1,080
神奈川県 486
合計 2,069
構成比 31.7%

学術・開発研究機関事業所数
全国6,528

東
京
圏東京圏と中京圏・関西圏で

全国の約５割の研究機関が立地

東京圏と中京圏・関西圏で
全国の約５割の大学が立地
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道路交通網による東京圏と中京圏・関西圏の流れの形成

〇平成２９年中部横断自動車道
清水～増穂間の開通により

・中央自動車道、
・新東名高速道路
・東名高速道路
と繋がり、自動車交通でも
東京圏と中京圏・関西圏の
大きな流れを形成する。

〇将来的には、中部横断自動車道
の長坂～佐久間の開通により

太平洋側と日本海側を結ぶ
ライン上に位置する。

○中央道小仏トンネル付近の渋滞
対策事業が許可され、整備により
渋滞解消が進み、都心部までの
所要時間が短縮される。

※リニア中央新幹線山梨県駅はスマートＩＣと直結

新潟（上越市）
170分→150分

東京（新宿）
140分→80分

静岡市
150分→80分

名古屋市
160分→120分

前橋市

130分→110分

群馬県

長野県

埼玉県

神奈川県

静岡県

上信越自動車道

中央自動車道

山梨県
東京都

中
部
横
断
自
動
車
道

横浜市
140分→100分

凡 例

高速道路

地域高規格道路等

リニア中央新幹線

山梨リニア実験線

高速道路整備必要箇所

地域高規格道路等

整備必要箇所

リニア中央新幹線山梨県駅

SIC設置促進要望

小仏トンネル付近
渋滞対策事業

リニア中央新幹線
山梨県駅は

スマートＩＣと直結

平成２９年度
清水～増穂間

開通

将来的に
長坂～佐久間が開
通すれば上信越自
動車と直結する。

将来的に
西関東連絡道路が開
通すれば関越自動車
道に直結する。
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職員のワーク・ライフ・バランスの向上

・自然環境に恵まれるとともに、居住環境の向上や通勤時間短縮により、
職員の豊かなワーク・ライフ・バランスの形成に貢献できる。

※家族の状況等によっては、移転前の居住地からの通勤も可能であり、
職員の選択肢は広がる。リニア開通後は川崎～山梨リニア新駅45分程度

項　　目 山梨 神奈川 備考

持ち家比率 69.4% 57.2%

住宅の敷地面積 344㎡ 175㎡

持ち家住宅の延べ面積 141㎡ 99㎡

合計特殊出生率 1.42 1.31 H26 人口動態統計

保育所待機児童数 0人 596人 H27.4.1 保育所関連状況とりまとめ

(甲府市)(川崎市)

99.9 105.4

通勤時間 48分 92分
H23　社会生活基本調査
平日／主に仕事／15～64歳

統計で見る都道府県のすがた2015

平均消費者物価地域差指数
(総合)

H25消費者物価指数
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山梨県の産業の集積状況と今後の方針

〇山梨県では、機械電子産業の集積が進んでおり、製造業の中では、
生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子

回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業の占める割合
が特に大きい。

※県内の主な企業
工作機械、産業用ロボット関連：ファナック(株)、(株)牧野フライス製作所、ＴＨＫ(株)、(株)キトー

半導体製造・液晶製造関連：東京エレクトロン(株)、シチズン電子(株)、ＨＯＹＡ(株)

〇現在、機械電子産業を集積を
基本としながら、次の産業集積を
推進している。
①クリーンエネルギー関連産業
②部品加工関連産業
③生産機器システム産業
④医療機器・介護機器、
生活支援ロボット製造産業

⑤健康関連産業

18%

12%

9%

6%
5%5%5%

5%
4%

9%

6%

16%

69%

31%

山梨県の産業構造
電機機械器製造業

生産用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

情報通信機械器具製造業

業務用機械器具

輸送用機械器具製造業

はん用機械器具製造業

金属製品製造業

プラスチック製品製造業

食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

その他

工業統計調査H25よりその他産業

機械電子産業

製造品出荷額等
１兆９、８２５億円
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単結晶クラスター 生産用機械クラスター

燃料電池クラスター

水晶発振子

ＳＡＷデバイス基板

医療・光学用レーザー

NC制御装置

工作機械

溶接ロボット

セパレータ
ナノ材料研究センター
（山梨大学）

マスクブランクス

半導体製造装置

半導体搬送装置
半導体検査装置

基板実装装置

水素ステーション

半導体製造装置部品、ｱｾﾝﾌﾞﾘ等

電極

山梨県の強み＝特徴的な産業の集積

クリスタル科学研究センター
(山梨大学）

評価手法研究開発
（工業技術センター）

米倉山実証実験
（企業局）

電解質膜

水素関連技術等

パワー半導体
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クラスター分
野

要素技術 成長可能性

単結晶

半導体

車載用（自動運転用各種センサーチップ等）
IoT関連製品用ICチップ

その他の
単結晶

車載用（ﾍｯﾄﾞﾗﾝﾌﾟ、３次元ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ、通信基板）
医療用（ﾚｰｻﾞｰﾒｽ、検査装置）
生産用機械用（ﾚｰｻﾞｰ溶接機等）
IoT関連製品送受信用ICチップ

生産用機械

ものづくりの全世界への拡散
人件費上昇に伴う省力化需要
IoT化によるものづくりの省力化や高度化

燃料電池
電池本体
補器

自動車のグリーン化
多極分散型電源やモバイル電源に係るニーズの増大

山梨県の産業集積における各事業分野の成長可能性
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ＮＥＤＯ移転による山梨の産業の発展への寄与
川崎市によるＮＥＤＯの地域波及効果
〇エネルギー及び産業関係の協議会等において、ＮＥＤＯが持つ当該
分野の知見を提供を受け、施策立案や事業実施に貢献。
〇知的財産交流活動（大企業・研究機関等の知財を中小企業に移転
する活動）に参画し、ＮＥＤＯが管理する知財シーズを本市の中小
企業に開放することで地域の産業活性化に寄与。
〇補助金説明会を合同で開催することにより、地域に集積している企
業や研究機関、自治体に対して情報提供の機会がある。
神奈川県によるＮＥＤＯの立地による研究能力の向上・地域波及効果

〇水素エネルギー研究分野において、研究関係者の中心として、ＮＥＤＯ
とフェイス・トゥ・フェイスで取組を推進していくことが研究能力の向上につ
ながる。
〇ＮＥＤＯの立地を核として、研究所、民間企業が立地している。

→山梨県においても現在地と同様の連携により、山梨大学を中心
として進められている燃料電池の研究をはじめ、本県が目指すク
リーンエネルギー関連産業、生産機器システム産業等の機械電
子産業の発展に大きく寄与する。
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山梨県に関連する新エネルギー関連プロジェクト等

ＮＥＤＯ 固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発【平成20～21年度】
ＮＥＤＯ 固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発【平成22～26年度】

劣化機構解析とナノテクノロジーを融合した高性能セルの基礎的材料研究

山梨大学 岩手大学 信州大学 東北大学 田中貴金属工業（株）、
（株）カネカ パナソニック（株） （株）日産アーク （株）東レリサーチ

ＮＥＤＯ 山梨大学燃料電池ナノ材料研究センター開設【平成20年4月】
研究実験棟の完成【平成21年8月】

※山梨県が土地を無償提供

山梨大学 （株）カネカ （株）東レリサーチセンター富士電機(株)
田中貴金属工業（株） （株）島津製作所 パナソニック（株）

日産自動車(株)、(株)本田技術研究所

ＮＥＤＯ 固体高分子形燃料電池利用高度化技術開発【平成27～31年度】
高出力・高耐久・高性能燃料電池材料のコンセプト創出

NEDOの固体高分子形燃料電池プロジェクトの中核的役割を担う施設
国内外の研究者を結集した研究体制のもと、世界最先端・最高性能を
有する研究設備及び世界最高水準の実験環境を有した国際的な研究
開発拠点。また、山梨大学、山梨県、民間の産学官連携の拠点。
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山梨県に関連する新エネルギー関連プロジェクト等

ＮＥＤＯ 安全・低コスト大規模蓄電技術開発助成事業

｢次世代フライホイール蓄電システムの開発｣【平成24～27年度】

世界最大級の「次世代フライホイール蓄電システム」の実証施設が山梨県
米倉山に完成 【平成27年度】

（公財）鉄道総合技術研究所浮上式鉄道技術研究部
クボテック（株） エネルギー事業開発室、古河電工（株）研究開発本部
（株）ミラプロ技術開発本部、山梨県企業局電気課

ＮＥＤＯ 中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業

橋渡し研究機関決定 全国１１８機関 山梨県工業技術センター
山梨県富士工業技術センター

ＮＥＤＯ 固体高分子形燃料電池利用高度化技術開発事業【平成27～31年度】
普及拡大化基盤技術開発（ＰＥＦＣ解析技術開発/触媒・電解質・MEA
の解析、セル評価）
※一般財団法人日本自動車研究所(ＪＡＲＩ)が行う評価試験を山梨県
工業技術センターが再受託
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山梨県に関連する新エネルギー関連プロジェクト等

ＮＥＤＯ 水素利用等先導研究開発事業
高効率水素製造技術の研究
次世代水素製造システムの研究【平成26～平成27年度】

ＮＥＤＯ 新エネルギーベンチャー技術革新事業フェーズＢ
再生可能エネルギー向け調整力を供給するMW級改良型ニッケル水素
電池システムの開発【平成27年度】

エクセルギー・パワー・システムズ(株) 東京大学

エクセルギー・パワー・システムズ(株)

12

資源エネルギー庁所管
地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事業【事業実施平成27年度】
「小瀬スポーツ公園におけるエネルギー面的利用事業化可能性調査」

東京ガス山梨（株） 東京ガスエンジニアリングソリューションズ(株)山梨県

資源エネルギー庁所管
地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事業【事業実施平成27年度】
「甲府南部工業団地におけるスマート工業団地化検討事業」

日本電気（株） ＮＥＣファシリティーズ(株)山梨県



山梨県に関連する新エネルギー関連プロジェクト等

山梨県 燃料電池自動車や水素ステーションの普及
・県公用車への燃料電池車の率先導入
・燃料電池車購入者への助成
・水素ステーション整備・運営事業者への助成

※ 【岩谷産業】（仮称）イワタニ水素ステーション甲府の設置 ２０１５年度内

13

山梨県 次世代エネルギー啓発施設「ゆめソーラー館やまなし」における短・中周期
の蓄電と水素エネルギーを組み合わせたエネルギーマネージメントシステム
の実証研究

山梨県企業局 山梨大学 (株)神鋼環境ソリューション パナソニック(株)

山梨県 実証試験用メガソーラー発電所を備えた電力貯蔵技術研究サイトの運営

再生可能エネルギーを有効活用していくために必要となる蓄電技術を短周
期蓄電、中周期蓄電、長周期蓄電と整理しており、これらの新規開発技術を
実証研究する際に必要となるフィールドを整備
山梨県企業局



山梨県に関連する新エネルギー関連プロジェクト等

山梨県
・「やまなし小水力ファスト１０」の推進
既存の水力発電所に加え平成２５年度から１０年間で１０ヶ所程度開発
山梨県企業局

・小水力発電モデル施設の整備

建設する発電所に多様性を持たせ得られる知見が最大となるよう、異
なる形式の４つの発電所を県内各地に分散させて建設した。得られた知
見は事例集としてまとめ公開している。【平成21～26年度】
山梨県企業局
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クリーンエネルギー等の利活用の推進に向けて

北杜サイト太陽光
発電所（北杜市）

米倉山太陽光発電所（甲府市）

やまなしメガソーラー（韮崎、甲斐） 柚ノ木第二水力
発電所（甲州市）

H2

電気

県内各地の太陽光・水力発電所 山梨大学の技術を活用

・固体高分子形水電解方式
・高温水蒸気電解方式等

スマート工業団地の検討

都市公園における熱電の

面的利用の検討

天然ガスコジェネ

FCV, FCバスなどを
公共で率先導入

水電解装置

H2
■水素社会

■電力系統安定化

オフサイト水素ステーション

■エネルギーの効率利用の推進

■高効率・低コスト水素製造技術

短周期蓄電：次世代フライホイール蓄電システム

中周期蓄電：改良型ニッケル水素電池

長周期蓄電：水素エネルギーによる電力貯蔵

課
題
解
決

■電力貯蔵技術の実証研究

課
題
解
決
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山梨県の産学官金の連携体制について

〇やまなし次世代環境・健康産業創出エリア
（地域イノベーション戦略支援推進地域（研究機能・産業集積高度化地域）

→経済産業省・文部科学省・農林水産省が選定する地域）

採択 平成２４年度
テーマ 次世代環境産業創出の基盤となる、地産エネルギー統合型の小

規模電力ネットワークの開発。
活動 次世代環境産業の創出を目指し、燃料電池技術、熱電材料技術、

熱利用技術等を活用して地産地消型の新たな電力供給ネットワーク
の構築に供する研究開発・実用化を進める。

※支援メニュー
・地域イノベーション戦略の中核を担う研究者の集積
・地域イノベーション戦略実現のための人材育成プログラムの開発及び実施
・大学等の知のネットワークの構築

・地域の大学等研究機関での研究設備・機器等の共用化

推進体制（やまなしイノベーション戦略推進協議会）
【産】山梨県機械電子工業会他 【学】山梨大学
【官】山梨県、やまなし産業支援機構 【金】山梨中央銀行

16
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山梨県の産学官の連携体制について
〇山梨燃料電池実用化推進会議

設立 平成２１年６月
目的 産業界、大学・研究機関、行政が連携して、燃料電池に関連する

研究開発、産業の集積・育成を促進し、低炭素社会の構築を推進
する。

活動 燃料電池産業化のための推進体制の整備、研究開発活動への
支援、社会実証実験の推進、情報発信と交流支援、関連企業の
事業化支援など

参加機関 会長：山梨県知事
【産】山梨県機械電子工業会、山梨県地域産業活性化協議会、

岩谷産業、トヨタ自動車、本田技研工業、山梨交通（株）、
富士急行（株）、富士電機（株）、東京エレクトロン（株）、
東京ガス山梨（株）、東京電力株山梨支店 等

【学】山梨大学、早稲田大学、電機通信大学
【官】山梨県、経済産業省、文部科学省、（独）科学技術振興機構、

（独）産業技術総合研究所
→平成２７年度から「山梨燃料電池産業化推進会議」として産業集積を促進
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山梨県の産学官の連携体制について
〇やまなし水素・燃料電池ネットワーク協議会

設立 平成２７年６月
目的 山梨大学、山梨県および公益財団法人やまなし産業支援機構は、
三者の緊密な連携により、県内への燃料電池産業の集積に向けた
取組みの円滑な推進を図る。

活動 これまで山梨大学が進めてきた世界的なレベルの水素・燃料電
池関連の研究成果の実用化展開を図ると同時に、豊富なノウハウ
と世界最高レベルの研究施設や設備を駆使して、県内企業への技
術支援を積極的に行う。
・大学シーズに基づく研究開発の実用化支援
・大学シーズと県内企業のマッチング
・県外企業の誘致
・県内企業の技術力向上に向けた支援
・燃料電池関連大学発ベンチャー創出支援
・県内企業技術者の人材育成
・水素エネルギー社会に向けた普及啓発

参加機関
山梨大学 山梨県 公益財団法人やまなし産業支援機構 19



エネファームを構成する主な機器・部材

山梨県の強み②：精密加工技術など高い技術力山梨県の強み①：山梨大学燃料電池ナノ材料研究センター

オフィス棟 約１,５００ｍ２ 特殊実験棟 ３,０００ｍ２

敷地面積 約１２,０００ｍ２

やまなし水素・燃料電池ネットワーク協議会
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山梨県の産学官の連携体制について

〇科学技術振興機構 地域産学官共同研究拠点

構想
本拠点では、山梨県の特徴的な機械電子関連産業の技術集積を基盤
に、山梨大学が有する技術シーズを活用して、地域の企業の参画の下、
「次世代環境技術分野」および「ライフサイエンス技術分野」の２分野の
共同研究開発に取り組む。
期待される地域活性化

山梨県の既存の地域集積を基盤に、地域の強みを活用して、社会的
課題(環境、エネルギー、健康)を解決し、経済的価値の増大につなげる
ための、産学官の連携による共同開発研究を推進することにより、次世
代をリードする記述確信をもたらしていく。

主な研究開発課題
化合物半導体多層太陽電池に関する研究開発
高効率太陽熱吸収技術に関する研究開発
ブドウポリフェノール中の老化抑制物質の探索に関する研究開発

参加機関
【産】山梨県機械電子工業会 【学】山梨大学 【官】山梨県 21



リニア環境未来都市の形成

山梨県のリニア新駅周辺の整備方針については､現在「リニア環境未来都

市検討委員会」において検討を進め、平成２８年度中には、整備方針を取り
まとめる予定。

エネルギー需給の最適化
を図り、災害に強く環境に
優しいまちづくりのための
方策や、エネルギー需給の
あり方などについても検討
している。
移転予定地は、リニア環
境未来都市の区域内にあ
り、ＮＥＤＯの移転先とし
て、ふさわしい地域である
と考える。
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